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研究成果の概要（和文）： 本研究では、ネットワーク産業に対する従来の自然独占規制に代わる新たな規制政策とし
て先進諸国において導入が進められている構造分離政策に着目している。鉄道および電力を対象とした実証研究の結果
より、1）鉄道の上下分離が費用削減効果をもたらすためには一定の条件が必要であること、2）電力の構造分離が経済
成長に与える影響は小さいという２つの結論を得ている。
 さらに、郵便事業への競争導入に関する諸問題として、3）先進諸国の郵便事業体を対象とした規制政策やガバナンス
構造、経営戦略の比較などを行っている。

研究成果の概要（英文）： In this study, we focus on the structural separation policy as a new regulatory 
policy alternative to traditional natural monopoly regulation for the network industry has been 
introduced in developed countries. From the results of empirical analysis for the railway and electricity 
in OECD countries, we obtained the following conclusions. 1) Certain conditions are required on the train 
density in the vertical separation of the railway will bring the cost reduction effect, 2) In OECD 
countries, the impact on economic growth due to the structural separation of the electricity is small.
 In addition, as issues related to introduction of competition, we conducted the following analysis of 
the postal service. 3) International comparison of postal operators by the governance structure and 
management strategy.

研究分野：産業組織論

キーワード： 規制政策　構造分離

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 現在、我々の研究対象である交通・公益事
業分野を見ると、先進諸国の電力や鉄道、水
道といったネットワーク産業では競争導入
政策の導入が進められている。先進諸国の公
益事業における競争導入について取り扱っ
ている OECD(2001)では競争政策の成功に
は既存事業者が所有・運営する送電網や管路、
鉄道路線網といったネットワークインフラ
の構造分離を行い、新規事業者にとっての参
入障壁となる初期投資を軽減することが制
度設計の上で不可欠であることが指摘され
ている。いっぽう、このような制度設計にあ
たっては、ネットワークインフラの整備・維
持管理に関する持続可能な制度の設計が問
題となっている。これは、さまざまな分野に
おいて、既存のネットワーク施設・設備が更
新時期をむかえてきており、例えば、欧米各
国の電力産業では発送電分離の導入にとも
ない、電力取引市場の整備とともに、送電網
を誰が整備・維持管理してゆくのかといった
役割分担に関する制度設計が問題となって
いる。また、欧州各国の鉄道産業では経済活
動の国際化にともなう鉄道輸送のシームレ
ス化やEU域内における将来の市場統合を見
据え、これまでは各国の国鉄によって一体的
に運営されてきた列車運行とインフラ管理
を組織的に分離するといった制度改革が進
行中である。 
わが国の国鉄民営化では当初、新幹線資産
に関する上下分離が導入され、JR 貨物につ
いては現在も上下分離が維持されている。ま
た、道路公団の民営化では高速道路網の運
営・維持管理と道路資産の保有について上下
分離が導入されている。さらに、電力産業に
おいても 2011年 3月 11日の東日本大震災お
よび福島原発事故以降、戦後からの 10 電力
会社による地域独占体制が東京電力の経営
体質に大きな影響を与える要因として取り
上げられ、これまでの電力供給体制を見直す
ものとして発送電分離の導入が取り上げら
れている。 
 このような状況のなか、我々は過去の研究
において郵便、鉄道、水道、バスといった交
通・公益事業を対象とした規制政策に関する
計量分析を行ってきた。また、我々は 2007
～2009 年度に水谷を研究代表者とする文部
科学省科学研究費による研究プロジェクト
「公益事業における構造分離アプローチに
関する計量分析」において主に鉄道事業を対
象とした構造分離政策の導入に関する計量
分析を行ってきたが、これらの研究は主とし
鉄道事業者の費用構造に着目したものであ
り、持続可能な制度設計に必要な情報の一部
のみに限定したものであったため、制度およ
び理論アプローチのみならず、計量分析につ
いても蓄積は十分になされていないと考え
ている。 
 

２．研究の目的 
 
本研究の目的は、ネットワークインフラの
整備と維持管理に関する諸問題について、制
度、理論、実証といった複数アプローチから
の分析を行うことである。このような問題は、
鉄道や、電力、郵便といったネットワーク産
業を対象とした構造分離をともなう競争政
策の導入に際しての重要な検討課題である。
本研究の分析結果に基づき得られる知見は、
今後のわが国のネットワーク産業において
競争政策の導入または拡大を検討する際、ネ
ットワークインフラを「誰が整備・維持管理
するのか」や、「どのようなルールに従って
費用分担するのか」といった課題について、
持続可能な制度設計に有用な情報を提供す
るものであると思われる。 
 
３．研究の方法 
 
我々がこれまでに行ってきた共同研究に
従い、本研究のステップは、以下の 4つの段
階に分けて行う予定である。すなわち、①既
存研究結果の整理および初期分析、②データ
の収集及びデータ入力、③計量モデルによる
データ解析、④計量モデルの構築及び政策分
析である。 
 
① 文献調査及び初期分析 
 「公益事業の民営化」に関する一連の研究
において、主要な規制改革・民営化の学術論
文はおおよそサーベイしているので、ここで
は、分析対象となる産業のネットワーク整備
に関する現行の規制制度について取り上げ
ている学術論文の文献サーベイを行う。特に
注目している産業は電力産業であるが、それ
自体を取り扱った先行研究は多く存在しな
いため、既にインフラ部分とオペレーション
部分の分離が導入されている鉄道や高速道
路における各事業会社と保有機構との関係
といったものから分析の手掛かりをつかむ
必要があるのではないかと思われる。 
この件に関して、浦西および水谷はこれま
でに鉄道や高速道路を対象とした規制制度
および費用構造に関する分析を行っている
が、本研究において、まずはこれまでの分析
結果を整理するとともに、制度設計のための
情報として有用性を高めるためには何を追
加しなくてはならないのかということを検
討した上で、追加的に必要な資料及びデータ
を収集する。 
 
② データ収集及びデータ入力 
 定量分析のための統計資料として、多くの
資料は研究分担者の水谷が所属する神戸大
学図書館にあるが、いくつかは国立国会図書
館、関係省庁およびその他の関係機関におい
て入手しなくてはならない。近年ではいくつ
かのデータについて監督官庁および事業者
のホームページ上で公表されているものも



あるが、費用関連データや詳細なデータにつ
いては各官庁および事業者の内部資料とさ
れているものが多い。そのため、各官庁の規
制担当部署や事業者との直接交渉によって
資料を収集し、分析のためのデータを取りま
とめる。 
 
③ 計量モデルによるデータ解析及びデータ
補完 
 ネットワーク産業への上下分離導入に関
する諸問題について、文献調査や初期分析に
おいて設定した検討すべき項目の分析を行
う。また、分析にあたっては、主として我々
がこれまで郵便や鉄道、高速道路などを対象
に行ってきた実証分析手法を用いるが、それ
以外にも制度分析や経済モデルを用いた理
論分析などを取り入れることも検討してい
る。 
 
④ モデル構築と政策分析 
 最後に、分析結果をもとに、色々な政策の
検討が可能となるようなモデルの構築と政
策分析を行う。例えば、上下一体または上下
分離といったような、単純に二者択一問題と
して捉えるのではなく、Nash (2011)におい
て指摘されているような、同一組織内におけ
る事業部門として分離から会計分離、同一グ
ループ内における別会社（子会社・関連会社）
としての分離、中立的組織によって運営され
る独立機関としての分離といったように、上
下分離に関する複数パターンの比較・検討が
可能となる研究成果を得ることができれば
と考えている。この情報は、特定の産業のみ
ではなく、ネットワーク産業全般に関する制
度設計を行うにあたって重要な情報を提供
するものである。また、日本だけではなく、
同様の問題を抱えている諸外国においても
重要な政策情報を提供するものである。 
 
４．研究成果 
 
（１） 電力 
 
電力事業における発送電分離について、電
力事業における発送電分離とはどのような
ものなのかを整理し、発送電分離が望ましい
かどうかの判断の一つとして、垂直統合の経
済性を検証した実証分析結果を取りまとめ、
評価を行っている。その結果、先行研究の多
くが垂直統合の経済性が存在していること
を示していることが明らかとなった。費用の
観点からすると発送電分離を行うメリット
はないと考えられる。しかし、一方で、先行
研究の多くが、垂直統合企業のデータを用い
た分析であり垂直分離を行っている企業デ
ータまで含めていないこと、競争要因と構造
分離のモデル化が十分ではないこと、発送電
分離のタイプの違いを考慮できていないこ
とも明らかになった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
また、2000 年代の欧文文献を中心に、電力
産業における規制改革の効果に関する文献
研究を行った結果、①公営と民営を比較する
と、民営のほうが効率性は高いが、民営化だ
けでは効果が明確ではなく、民営化以前に改
革を継続させることでパフォーマンスが向
上する、②アンバンドリングの効果について
は大多数の研究で垂直統合の経済性が存在
し、アンバンドリングすることで余分な費用
がかかる可能性がある、③卸電力市場の料金
や価格費用マージンに対する効果は一貫し
た結果が得られていない、④参入自由化や競
争導入の効果は、発電部門では産業料金の低
下やパフォーマンスの向上が、小売部門につ
いても産業用の料金低下に貢献し、稼働率や
効率性の向上にも貢献するといった実証結
果が得られていることが明らかとなってい
る。 
 さらに、OECD 加盟 34 カ国を対象に 1991 年
から 2007 年の 17年間にわたる非バランスパ
ネルデータを用い、発送電分離や卸電力市場
の有無等の構造分離に関する諸政策が各国
一人当たり経済成長率に与える影響につい
ての実証分析を行った結果、構造分離に関す
る政策変数については供給者選択の可能性
が大きいことと卸電力市場が設置されてい
ることが一人当たり経済成長率に対してプ
ラスの影響を与えているという結論を得て
いる。 
 
（２） 鉄道 
 
 これまでに行ってきたヨーロッパおよび
東アジアの OECD 加盟国における鉄道事業者
のデータを用いた分析の精緻化を行い、上下
分離の導入がもたらす費用削減効果は各鉄
道事業者の列車密度によって影響を受け、列
車密度の低い事業者では費用削減効果があ
るが、列車密度の高い事業者では費用を増加
させる要因となっているというこれまでの
結論のもととなる根拠の精度を高めること
となった。 
 また、EU 加盟各国を中心に進められている
機能分離および上下分離が事業者の費用に
与える影響について、より鉄道政策の実態を
踏まえた政策提言が可能となるよう、これま



での定量的分析において我々が用いてきた
上下分離形態の類型化について各国の鉄道
産業における上下分離政策を反映した類型
を追加するとともに、定性的分析の両方を使
用した分析を行った結果、政策の観点から
我々の研究結果は、すべての EU 加盟国に上
下分離を課すことを目指す現行の政策は鉄
道産業全体としての費用を増大させるとい
う結論を得ている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
このような分析結果は、現時点で英文査読雑
誌に掲載されているもの（2 本）や、現在、
既に英文査読雑誌に採択されており、出版待
ちとなっているもの（1 本）としてまとめら
れている。 
 
（３） 郵便 
 
現在、米国を除く先進諸国の郵便事業では
郵便事業への競争導入に関する取り組みが
進められており、それにともなって元々は国
営であった郵便事業体の民営化が進められ
ている。各国の郵便事業に関する規制政策は
EU 加盟各国を中心にユニバーサルサービス
義務の範囲や独占留保範囲などについて EU
指令に基づく統合化が進められている。 
 本研究では日本、イギリス、フランス、ド
イツ、米国における郵便事業の規制政策や各
国郵便事業体の組織構造および経営戦略の
比較を行っている。 
各国の郵便事業は、米国が従来の公営を維
持しているのとは対照的に、EU 加盟各国では
民営化後の株式上場についての取り組みと
事業の多角化や国際展開が積極的に進めら
れ、日本はその中間にあるということが明ら
かとなっている。 
また、事業の多角化や国際展開についても、
国内の郵便事業のみを行うものから、ドイツ
のように国際的な物流事業者として事業規
模を拡大するもの、日本のように郵便のみで
はなく金融事業や保険事業をあわせて行っ
ているものなど様々であることが明らかと
なっている。 
 さらに、各国の郵便事業体の組織形態も、
米国のように公社形態がとられているもの

や、民営化されている国々においても、フラ
ンスのように単一の事業会社として運営さ
れているものや英国や日本のように持株会
社形態をとるものもあることが明らかとな
っている。 
 これら郵便事業に関する分析結果につい
ては、”The Routledge Companion to Network 
Industries”の一部として出版される予定
である。 
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